(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 日常生活自立支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：72,087千円（前年度予算額：71,929千円）

	事業内容


	１　事業の内容


判断能力が不十分な方(認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等)が、地域において自立した生活が送れるよう行う福祉サ－ビスの適切な利用のための援助等に関し、実施主体である岐阜県社会福祉協議会への補助を行う。
○事業内容（社会福祉法第81条）
（１）福祉サービス利用援助事業【基幹的社会福祉協議会※への委託により実施】
・福祉サービスの利用に関する相談や情報の提供

・福祉サービスの利用申込手続き、利用料支払いの援助

・年金証書、定期預金証書などの書類預かり
・医療費・公共料金の支払い、日用品の代金支払いなど日常的金銭管理

・定期的な訪問による生活変化の察知
（２）従事者の資質の向上のための事業

市町村社会福祉協議会の窓口で制度運用を担う専門員と、支援が必要な方の日常
生活を支える生活支援員に対する研修の開催
（３）事業の普及啓発
　　　・日常生活自立支援事業セミナーの開催　等
※基幹的社会福祉協議会：岐阜・大垣・高山・多治見・関・美濃加茂・各務原市社会福祉協議会
	２　所要経費


　県社会福祉協議会への補助金：72,087千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える
　　　・高齢者や家族のニーズにあったケアについて、地域の医療・福祉の関係者が連携して相談を行えるネットワーク体制をつくる
	２　これまでの取組状況


　　県社会福祉協議会による、基幹的社会福祉協議会への専門員配置等実施体制の強化や、専門員・生活支援員に対する研修会の開催などを支援

・平成11年度、県社会福祉協議会及び５市の基幹的社会福祉協議会により事業開始
・平成14年度（各務原市）、19年度（関市）に基幹的社会福祉協議会を増設

・平成17年度（1名）、平成19年度（1名）、平成23年度（3名）に専門員を増員

・平成23年3月末現在の実利用人数：４４０人
	３　これまでの取組に対する評価


事業開始以降、利用者数は毎年増加しているが、制度を必要とする要支援者の総数から考えると一層の利用が期待される状況であり、さらなる制度周知と制度を必要としている方の掘り起こし、事業実施体制の強化を図っていく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	71,929
	35,964
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	35,965

	要求額
	72,087
	36,043
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	36,044

	決定額
	71,385
	35,692
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	35,693


